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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電気ケーブルの長さ方向に沿って延在する実質的に平行な複数の絶縁導体を含む電気ケ
ーブルであって、
　各絶縁導体は、絶縁層によって被覆された導電性の内部導体を含み、
　前記複数の絶縁導体における少なくとも１つの絶縁導体の絶縁層は、前記複数の絶縁導
体における少なくとも１つの他の絶縁導体の絶縁層から分離されており、
　前記絶縁層による被覆は、前記電気ケーブルが平らに置かれて前記電気ケーブルの互い
に反対側を向いた主たる上面及び主たる底面を規定する時、前記複数の絶縁導体のうちの
少なくとも１つの絶縁導体に関して、前記少なくとも１つの絶縁導体の前記内部導体のよ
り長い第１部分が前記電気ケーブルの前記上面上に露出されるように、かつ、前記少なく
とも１つの絶縁導体の前記内部導体のより短い第２部分が前記電気ケーブルの前記底面上
に露出されるように行われ、
　前記より長い第１部分は、前記より短い第２部分と少なくとも部分的に重なっており、
　前記内部導体は、この内部導体の露出された前記より長い第１部分の箇所において、導
電性の整合導体と整合するよう構成されている、電気ケーブル。
【請求項２】
　露出された前記より長い第１部分は、露出された前記より短い第２部分と完全に重なっ
ている、請求項１に記載の電気ケーブル。
【請求項３】



(2) JP 6920412 B2 2021.8.18

10

20

30

40

50

　前記少なくとも１つの絶縁導体は、前記電気ケーブルの同じ第１端部のところにある前
記少なくとも１つの絶縁導体の第１端部と、前記電気ケーブルの反対側にある同じ第２端
部のところにある前記少なくとも１つの絶縁導体の反対側にある第２端部との間において
、前記電気ケーブルの長さ方向に沿って延在している、請求項１に記載の電気ケーブル。
【請求項４】
　前記少なくとも１つの絶縁導体の前記内部導体の露出された前記より長い第１部分は、
前記少なくとも１つの絶縁導体の前記第１端部を含んでいる、請求項３に記載の電気ケー
ブル。
【請求項５】
　実質的に平行な前記複数の絶縁導体と実質的に同一の広がりを有する導電性シールドを
更に含んでおり、各絶縁導体の周縁部の少なくとも７０％は、前記導電性シールドによっ
て包囲されている、請求項１に記載の電気ケーブル。
【請求項６】
　各絶縁導体は、前記導電性シールドによって取り巻かれている、請求項５に記載の電気
ケーブル。
【請求項７】
　電気ケーブルの長さ方向に沿って延在する実質的に平行な複数の絶縁導体を含む電気ケ
ーブルであって、
　各絶縁導体は、絶縁層によって被覆された導電性の内部導体を含み、
　各絶縁導体の周縁部の少なくとも７０％は、実質的に同一の広がりを有する導電性シー
ルドによって被覆されており、
　前記絶縁層による被覆は、前記電気ケーブルが平らに置かれて前記電気ケーブルの互い
に反対側を向いた主たる上面及び主たる底面を規定する時、各絶縁導体に関して、前記絶
縁層の一部及び前記導電性シールドの一部が前記電気ケーブルの前記上面から除去されて
前記絶縁導体の前記内部導体の一部が露出されるように、かつ、平面視において前記内部
導体の前記露出部分の横方向の平均幅が前記内部導体の横方向の平均幅よりも狭いように
行われ、
　前記内部導体の前記露出部分は、前記電気ケーブルの同じ第１端部上に前記内部導体の
第１端部を含み、
　前記絶縁導体は、前記内部導体の前記露出部分の箇所において、導電性の整合導体と整
合するよう構成されている、電気ケーブル。
【請求項８】
　電気ケーブルの長さ方向に沿って延在する実質的に平行な複数の絶縁導体を含む電気ケ
ーブルであって、
　各絶縁導体は、同一の広がりを有する絶縁層によって被覆された導電性の内部導体と、
各絶縁導体と実質的に同一の広がりを有して各絶縁導体を取り囲む導電性シールドと、を
含んでおり、
　前記絶縁層による被覆は、前記電気ケーブルが平らに置かれて前記電気ケーブルの互い
に反対側を向いた主たる上面及び主たる底面を規定する時、各絶縁導体に関して、前記絶
縁層の一部及び前記導電性シールドの一部が前記電気ケーブルの前記上面から除去されて
前記絶縁導体の前記内部導体の一部が露出されるように、かつ、平面視において前記内部
導体の露出部分の横方向の平均幅が前記内部導体の横方向の平均幅よりも狭いように行わ
れ、
　前記内部導体の前記露出部分は、前記電気ケーブルの同じ第１端部上に前記内部導体の
第１端部を含み、
　前記絶縁導体は、前記内部導体の前記露出部分の箇所において、導電性の整合導体と整
合するよう構成されている、電気ケーブル。
【請求項９】
　回路基板であって、この回路基板の主面上に配置された複数のコンタクトパッドを含む
回路基板と、
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　請求項８に記載の電気ケーブルであって、各絶縁導体の前記内部導体の前記露出部分が
、取付領域において、前記回路基板の対応するコンタクトパッドに取り付けられており、
前記導電性シールドが除去されていない部分が前記取付領域を少なくとも部分的に遮蔽し
ている、電気ケーブルと、
　を含んでいる、電気ケーブルアセンブリ。
【請求項１０】
　前記電気ケーブルの上方に配置された上方部分、及びこの上方部分から前記回路基板に
向けて延出されかつ前記回路基板に取り付けられた少なくとも１つの側方部分を有するフ
レームと、
　前記フレームの前記上方部分と前記電気ケーブルとの間に配置された少なくとも１つの
特徴部材と、を更に含み、
　前記少なくとも１つの特徴部材は、前記対応するコンタクトパッドと向かい合う前記電
気ケーブルに対して圧力を印加することによって、各絶縁導体の前記内部導体の前記露出
部分を、前記回路基板の前記対応するコンタクトパッドに取り付けるよう構成されている
、請求項９に記載の電気ケーブルアセンブリ。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの特徴部材は、少なくとも１つの柔軟性のある特徴部材を含んでい
る、請求項１０に記載の電気ケーブルアセンブリ。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　電気ケーブルは、回路基板とボンディングするために、絶縁材料及びシールド材料が全
体的に剥離された端部を有することができる。
【発明の概要】
【０００２】
　本明細書のいくつかの視点においては、電気ケーブルの長さ方向に沿って延在する実質
的に平行な複数の絶縁導体を含む電気ケーブルが提供される。各絶縁導体は、絶縁層によ
って被覆された導電性の内部導体を含み、内部導体の絶縁層による被覆は、電気ケーブル
が平らに置かれて電気ケーブルの互いに反対側を向いた主たる上面及び主たる底面を規定
する時、複数の絶縁導体のうちの少なくとも１つの絶縁導体に関して、この少なくとも１
つの絶縁導体の内部導体のより長い第１部分が電気ケーブルの上面上において露出される
ように、かつ、少なくとも１つの絶縁導体の内部導体のより短い第２部分が電気ケーブル
の底面上において露出されるように行われる。より長い第１部分は、より短い第２部分と
少なくとも部分的に重なっている。内部導体は、この内部導体の露出されたより長い第１
部分の箇所において、導電性の整合導体と整合するよう構成されている。
【０００３】
　本明細書のいくつかの視点においては、電気ケーブルの長さ方向に沿って延在する実質
的に平行な複数の絶縁導体を含む電気ケーブルが提供される。各絶縁導体は、絶縁層によ
って被覆された導電性の内部導体を含んでいる。各絶縁導体の周縁の少なくとも７０％は
、実質的に同一の広がりを有する導電性シールドによって被覆されている。電気ケーブル
が平らに置かれて電気ケーブルの互いに反対側を向いた主たる上面及び主たる底面を規定
する時、各絶縁導体に関して、絶縁層の一部及び導電性シールドの一部が電気ケーブルの
上面から除去されて絶縁導体の内部導体の一部が露出され、かつ、平面視において内部導
体の露出部分の横方向の平均幅は内部導体の横方向の平均幅よりも狭い。内部導体の露出
部分は、電気ケーブルの同じ第１端部上に内部導体の第１端部を含んでいる。絶縁導体は
、内部導体の露出部分の箇所において、導電性の整合導体に対して整合するように構成さ
れている。
【０００４】
　本明細書のいくつかの視点においては、電気ケーブルの長さ方向に沿って延在する実質
的に平行な複数の絶縁導体を含む電気ケーブルが提供される。各絶縁導体は、同一の広が
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りを有する絶縁層によって被覆された導電性の内部導体を含み、導電性シールドが、各絶
縁導体と実質的に同一の広がりを有して各絶縁導体を取り囲んでいる。電気ケーブルが平
らに置かれて電気ケーブルの互いに反対側を向いた主たる上面及び主たる底面を規定する
時、各絶縁導体に関して、絶縁層の一部及び導電性シールドの一部が電気ケーブルの上面
から除去されて絶縁導体の内部導体の一部が露出され、かつ、平面視において内部導体の
露出部分の横方向の平均幅は内部導体の横方向の平均幅よりも狭い。内部導体の露出部分
は、電気ケーブルの同じ第１端部上に内部導体の第１端部を含んでいる。絶縁導体は、内
部導体の露出部分の箇所において、導電性の整合導体に対して整合するように構成されて
いる。
【０００５】
　本説明のいくつかの視点においては、回路基板にボンディングされた電気ケーブルを含
む電気ケーブルアセンブリが提供される。
【図面の簡単な説明】
【０００６】
【図１】電気ケーブルを示す概略的な側断面図である。
【図２】電気ケーブルを示す概略的な端面断面図である。
【図３】電気ケーブルを示す概略的な端面断面図である。
【図４Ａ】電気ケーブルを示す概略的な側断面図である。
【図４Ｂ】図４Ａの電気ケーブルの絶縁導体を示す概略的な平面図である。
【図５】電気ケーブルアセンブリを示す概略的な側断面図である。
【図６】回路基板を示す概略的な平面図である。
【図７】電気ケーブルアセンブリを示す概略的な断面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　以下の説明では、本明細書の一部を構成し、様々な実施形態が実例として示される、添
付図面が参照される。図面は、必ずしも一定の比率の縮尺ではない。本開示の範囲又は趣
旨から逸脱することなく、他の実施形態が想定され、実施され得ることを理解されたい。
したがって、以下の発明を実施するための形態は、限定的な意味で解釈されないものとす
る。
【０００８】
　回路基板は、多くの場合、複数の平行な絶縁導体を含む電気ケーブルを使用して、他の
電気的構成部材に対して電気的に接続される。従来的には、電気ケーブルは、この電気ケ
ーブルの端部の箇所で被覆が剥離され、この電気ケーブル内の導体が、回路基板上の半田
パッドに取り付けられている。電気ケーブルがシールドされている場合には、この被覆剥
離によって、導体の端部全体からシールド及び絶縁体が除去される。本明細書においては
、導体の端部全体の被覆を剥離すると、終端領域付近でのクロストークの増大を引き起こ
すと共にインピーダンス不整合を引き起こし、これにより、信号伝送性能を劣化させ、反
射減衰量がより大きくなってしまったり、バンド幅又はデータ転送速度がより小さくなっ
てしまったりすることが分かっている。また、そのようなクロストーク及びインピーダン
ス不整合は、電気ケーブル内に絶縁体及びシールドが含まれている場合には、その絶縁体
及びシールドを、電気ケーブルの片側において少なくとも部分的に無傷のままで残すこと
によって、実質的に低減できることも分かっている。これは、例えば、電気ケーブルの端
部の片側からシールド及び絶縁体を除去するためにカミソリ刃を使用することによって達
成することができる。カミソリ刃を使用することにより、電気ケーブルを浅い角度で切り
込むことができ、これにより、導体を切り込むことなくシールド及び絶縁体を切り開くこ
とができる。絶縁体の下部を無傷のままにすることにより、回路基板への接続形成を支援
することができる。なぜなら絶縁体は、接続を形成するために、所望のピッチでの複数の
導体の配列を維持するからである。
【０００９】
　図１は、電気ケーブル１０００を示す概略的な側断面図である。この電気ケーブル１０
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００は、電気ケーブル１０００の長さ方向（図１のｘ－ｙ－ｚ座標系を参照すれば、ｘ方
向）に沿って延在している実質的に平行な複数の絶縁導体１００を含んでいる。各絶縁導
体１００は、絶縁層３００によって被覆された導電性の内部導体２００を含んでいる。電
気ケーブル１０００の互いに反対側を向いた主たる上面１２００及び主たる底面１３００
は、電気ケーブル１０００を平らに置くことにより規定される。複数の絶縁導体１００の
うちの少なくとも１つの絶縁導体２０１に関し、この少なくとも１つの絶縁導体２０１の
内部導体２００のより長い第１部分２１０が、電気ケーブルの上面１２００上において露
出されており、この少なくとも１つの絶縁導体２０１の内部導体２００のより短い第２部
分２２０が、電気ケーブルの底面１３００上において露出されている。より長い第１部分
２１０は、より短い第２部分２２０と、少なくとも部分的に重なっている。内部導体２０
０は、内部導体２００の露出されたより長い第１部分２１０の箇所において、導電性の整
合導体５００と整合するよう構成されている。
【００１０】
　図示の実施形態においては、電気ケーブル１０００は、導電性シールド４００を更に含
んでいる。いくつかの実施形態においては、導電性シールド４００は、各絶縁導体１００
と実質的に同一の広がりを有していると共に、各絶縁導体１００を取り囲んでいる。いく
つかの実施形態においては、各絶縁導体１００の周縁の少なくとも７０％が、導電性シー
ルド４００によって被覆されている。
【００１１】
　より長い第１部分２１０は長さＬ１を有しており、この長さＬ１は、例えば、少なくと
も０．５ｍｍ、あるいは少なくとも１ｍｍ、あるいは、０．５ｍｍ～３０ｍｍの範囲の長
さとすることができる。より短い第２部分２２０は長さＬ２を有しており、この長さＬ２
は、例えば、０．５ｍｍよりも短いものとすることができる。いくつかの実施形態におい
ては、より長い第１部分２１０は、より短い第２部分２２０と完全に重なっている。いく
つかの実施形態においては、より短い第２部分２２０が設けられず、長さＬ２はゼロであ
る。第１部分２１０及び第２部分２２０は、カミソリ刃を使用して露出させることができ
、これにより、内部導体２００から、絶縁層３００と、例えば導電性シールド４００のよ
うな他の層とを剥離することができる。
【００１２】
　少なくとも１つの絶縁導体２０１は、この少なくとも１つの絶縁導体２０１の両端部（
第１端部２３０と第２端部２４０）の間に、電気ケーブルの長さ方向（ｘ方向）に沿って
延在している。図１に示す実施形態においては、露出されたより長い第１部分２１０は、
両端をなす第１端部２３０と第２端部２４０との間に位置している。他の実施形態におい
ては、少なくとも１つの絶縁導体２０１の露出されたより長い第１部分２１０は、第１端
部２３０又は第２端部２４０のうちの一方を含んでいる（例えば、図４Ａを参照されたい
）。いくつかの実施形態においては、少なくとも１つの絶縁導体２０１は、電気ケーブル
１０００の第１端部１１００の箇所に位置した少なくとも１つの絶縁導体２０１の同じ第
１端部２３０と、電気ケーブル１０００の反対側の第２端部１４００の箇所に位置した少
なくとも１つの絶縁導体２０１の反対側の同じ第２端部２４０との間で、電気ケーブルの
長さ方向（ｘ方向）に延在している。いくつかの実施形態においては、少なくとも１つの
絶縁導体２０１の露出されたより長い第１部分２１０は、この少なくとも１つの絶縁導体
２０１の第１端部２３０を含んでいる（例えば、図４Ａを参照されたい）。
【００１３】
　電気ケーブル１０００は、導電性シールド４００と絶縁層３００との間に層１１４を含
んでおり、更に、導電性シールド４００に隣接して、絶縁導体１００とは反対側に、電気
絶縁性ジャケット１１２を含んでいる。層１１４は、１つ又は複数のサブ層を含んでもよ
く、絶縁性基材及び接着剤層の一方又は双方とすることができ、あるいは絶縁性基材及び
接着剤層の一方又は双方を含むことができる。電気絶縁性ジャケット１１２も、また、１
つ又は複数のサブ層を含むことができ、絶縁性基材及び接着剤層の一方又は双方とするこ
とができる、あるいは絶縁性基材及び接着剤層の一方又は双方を含むことができる。いく
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つかの実施形態においては、電気絶縁性ジャケット１１２は、導電性シールド４００の周
囲において長さ方向に巻回されている。いくつかの実施形態においては、電気絶縁性ジャ
ケット１１２は、導電性シールド４００のすべてを、あるいは導電性シールド４００の実
質的にすべてを被覆している。いくつかの実施形態においては、導電性シールド４００は
、２つのシールドフィルムを含み、これら２つのシールドフィルムの一方は、第１側面１
２００に隣接して配置されており、２つのシールドフィルムの他方は、第２側面１３００
に隣接して配置されている。２つのシールドフィルムは、シールドフィルムのエッジに沿
って取り付けることができる。いくつかの実施形態においては、導電性シールド４００は
、１つ又は複数の絶縁導体１００を部分的に取り囲んでいるか、あるいは完全に取り囲ん
でいる複数の個別部分を含んでいる。
【００１４】
　図２は、電気ケーブル１０１を示す概略的な断面図であって、この電気ケーブル１０１
は、複数の互いに実質的に平行な絶縁導体１８１を含んでいると共に、導電性シールド４
９０を含んでいる。複数の絶縁導体１８１の各絶縁導体は、内部導体２０２と、周縁３３
３を有する絶縁層３０３とを含んでいる。いくつかの実施形態においては、導電性シール
ド４９０は、複数の絶縁導体１８１の周縁３３３の少なくとも大部分を取り囲んでいる。
例えば、いくつかの実施形態においては、各絶縁導体の周縁３３３の少なくとも７０％、
又は少なくとも８０％、又は少なくとも９０％が、導電性シールド４９０によって被覆さ
れている。図示の実施形態においては、間隔４９７のために、周縁３３３のすべてが導電
性シールド４９０によって被覆されているわけではない。この間隔が低減するにつれて、
周縁３３３のより多くの部分が、導電性シールド４９０によって被覆されることとなる。
いくつかの実施形態においては、電気ケーブル１０１は、導電性シールド４９０を実質的
に被覆する絶縁性ジャケットを更に含んでおり、この絶縁性ジャケットは、導電性シール
ド４９０の形状に適合しても、又は適合しなくてもよい。いくつかの実施形態においては
、絶縁性ジャケットは、導電性シールド４９０上へと押し出される。いくつかの実施形態
においては、導電性シールド４９０は、２つの絶縁性基材の間に積層され、外側の絶縁性
基材が、電気ケーブル１０１のための絶縁性ジャケットとなる。
【００１５】
　図３は、電気ケーブル１７１を示す概略的な断面図であり、この電気ケーブル１７１は
、複数の互いに実質的に平行な絶縁導体８８１を含んでいると共に、３つの個別部分を含
む導電性シールド４９３を含んでいる。複数の絶縁導体８８１の各絶縁導体は、内部導体
２８２と、周縁３７７を有する絶縁層３３１とを含んでいる。図示の実施形態においては
、導電性シールド４９３は、各絶縁導体を取り囲んでおり、各絶縁導体の周縁３７７の全
体が、導電性シールド４９３によって被覆されている。電気ケーブル１７１は、導電性シ
ールド４９３を取り囲んでいる絶縁性ジャケット６５３を含んでいる。
【００１６】
　図４Ａは、電気ケーブル２０００を示す概略的な側断面図である。この電気ケーブル２
０００は、電気ケーブル２０００の長さ方向（図４Ａのｘ－ｙ－ｚ座標系を参照すれば、
ｘ方向）に沿って延在している複数の実質的に平行な絶縁導体６００を含んでいる。図４
Ｂは、電気ケーブル２０００の絶縁導体６００を示す平面図である。各絶縁導体６００は
、導電性の内部導体７００を含んでおり、この内部導体は絶縁層８００と同一の広がりを
有すると共に絶縁層８００によって被覆されている。いくつかの実施形態においては、電
気ケーブル２０００は、導電性シールド９００を含んでおり、この導電性シールドは各絶
縁導体６００と実質的に同一の広がりを有すると共に各絶縁導体６００を取り囲んでいる
。いくつかの実施形態においては、各絶縁導体６００の周縁の少なくとも７０％が、実質
的に同一の広がりを有する導電性シールド９００によって被覆されている。電気ケーブル
２０００の互いに反対側を向いた主たる上面２１００及び主たる面２２００が、電気ケー
ブル２０００を平らに置くことにより規定される。各絶縁導体６００に関し、絶縁層８０
０の一部と電気伝導性シールド９００の一部とが、電気ケーブルの上面２１００から除去
され、絶縁導体６００の内部導体７００の一部６１０が露出されている。これは、平面視
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において（図４Ｂを参照されたい）、内部導体７００の露出部分６１０の横方向の平均幅
Ｗ１が内部導体７００の横方向の平均幅Ｗよりも小さくなるように行われる。導電性シー
ルド９００及び絶縁層８００の部分を除去するに際して例えばカミソリ刃のような刃を使
用することにより、横方向の平均幅Ｗ１を、横方向の平均幅Ｗよりも小さなものとするこ
とができる。
【００１７】
　露出部分６１０は、電気ケーブル２０００の上面２１００上において長さ６３０を有し
ている。絶縁導体６００の、長さ６３３を有するより短い部分を、電気ケーブル２０００
の底面２２００上において、任意に露出させることができる。長さ６３３は、例えば、０
．５ｍｍよりも短いものとすることができ、又は、ゼロとすることができる。内部導体７
００の露出部分６１０は、電気ケーブル２０００の第１端部２３００上において、内部導
体７００の同じ第１端部６２０を含んでいる。絶縁導体６００は、内部導体７００の露出
部分６１０の箇所において、導電性の整合導体５００に対して整合するよう構成されてい
る。
【００１８】
　図示の実施形態においては、電気ケーブル２０００は、導電性シールド９００と絶縁層
８００との間に、接着剤層及び／又は絶縁性基材とし得る層９４０又は接着剤層及び／又
は絶縁性基材を含み得る層９４０を含んでおり、更に、導電性シールド９００に隣接して
、絶縁導体６００とは反対側に、電気絶縁性ジャケット９６０を含んでいる。
【００１９】
　図５は、電気ケーブルアセンブリ５０００を示す概略的な側断面図である。この電気ケ
ーブルアセンブリ５０００は、図４Ａの電気ケーブル２０００と、主面３２００上に複数
のコンタクトパッド３１００を有する回路基板３０００とを含んでいる。各絶縁導体６０
０の内部導体７００の露出部分６１０は、取付領域３４００の箇所において、回路基板３
０００の対応するコンタクトパッド３１００に取り付けられている。導電性シールド９０
０が除去されていない部分３５００は、取付領域３４００を少なくとも部分的に保護して
いる。コンタクトパッド３１００は、内部導体７００の露出部分６１０と整合するよう構
成された導電性の整合導体である。内部導体７００の露出部分６１０は、取付領域３４０
０に、半田付け、導電性の接着剤層、ＰＡＲＩＣＯＮテクノロジーズコーポレーション（
米国マサチューセッツ州Ｔａｕｎｔｏｎ所在）から入手可能なＰＡＲＩＰＯＳＥＲ相互接
続織物、及び、例えばゼロインサーションフォース（ＺＩＦ）技術又はロウインサーショ
ンフォース（ＬＩＦ）技術のような機械的クランプのうちの１つ又は複数のものを使用し
て、取り付けることができる。適切な導電性接着剤層には、例えば３Ｍ社（米国ミネソタ
州Ｐａｕｌ所在）から入手可能なものといったような異方性の導電性フィルム接着剤があ
り、また、熱硬化性の導電性接着シートがある。熱硬化性の導電性接着シートは、接着剤
層と、加圧及び／又は加熱による接着時に被着材に対して物理的にかつ電気的に接触し得
るように接着剤層を貫通し得るよう構成された少なくとも１つの導電性部分と、を有して
いる。このような熱硬化性の導電性接着シートは、及び、関連する接着方法は、ＰＣＴ特
許国際公開第０２／２０６８６号（Ｋａｗａｔｅ氏他）及びＰＣＴ特許国際公開第２００
６／０１７０３７号（Ｋａｗａｔｅ氏他）に記載されている。これら文献の記載内容は、
本明細書と矛盾しない限りにおいて、参考のためここに組み込まれる。
【００２０】
　図６は、回路基板３０００に相当し得る回路基板５３００を示す概略的な平面図である
。この回路基板５３００は、この回路基板５３００の主面６２００上に配置された複数の
コンタクトパッド５１００を含んでいる。各コンタクトパッド５１００は、取付領域７３
００を含んでいる。
【００２１】
　図７は、電気ケーブルアセンブリ９０００を概略的に示す断面図である。この電気ケー
ブルアセンブリ９０００は、本明細書で説明するいずれかの電気ケーブルにも相当し得る
電気ケーブル９８００と、複数のコンタクトパッド９５００を有する回路基板９１００と
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を含んでいる。電気ケーブルアセンブリ９０００は、フレーム９２００を含んでおり、こ
のフレーム９２００は、電気ケーブル９８００の上方に配置されかつ複数のコンタクトパ
ッド９５００の上方に配置された上方部分９２５０と、この上方部分９２５０から延出さ
れていると共に回路基板９１００に対して取り付けられた少なくとも１つの側方部分９２
６０と、を有している。電気ケーブルアセンブリ９０００は、電気ケーブルアセンブリ５
０００に相当し得るものであって、更に、電気ケーブル９８００を回路基板９１００に対
して取り付けるために使用されるフレーム９２００が追加されている。電気ケーブル９８
００は、複数の絶縁導体９３１０を含んでおり、これら複数の絶縁導体９３１０の各々は
、内部導体９３２０と、絶縁層９３３０と、内部導体９３２０の露出部分９３３３と、を
有している。電気ケーブル９８００は、導電性シールド９６００と、この導電性シールド
９６００に対して電気的に接触していると共に絶縁層を含んでいない複数の接地導体９４
２０と、を更に含んでいる。電気ケーブルアセンブリ９０００は、少なくとも１つの特徴
部材９７００を更に含んでおり、少なくとも１つの特徴部材９７００は、対応するコンタ
クトパッドとは反対側において電気ケーブル９８００に対して圧力を印加することによっ
て、各絶縁導体９３１０の内部導体９３２０の露出部分９３３３を、回路基板９１００の
複数のコンタクトパッド９５００のうちの対応するコンタクトパッドに対して取り付け得
るように構成されている。いくつかの実施形態においては、少なくとも１つの特徴部材９
７００は、少なくとも１つのソフトな特徴部材を含んでいる。図示の実施形態においては
、単一の連続した特徴部材９７００が図示されている。他の実施形態においては、特徴部
材９７００は、複数の特徴部材である。例えば、各特徴部材が電気ケーブル９８００内の
内部導体にそれぞれ対応するようにして、複数の個別の特徴部材を使用することができる
。少なくとも１つの特徴部材９７００は、例えば弾性体や発泡体又はフレーム９２００よ
りも硬度の小さな材料等のソフトな材料とすることができる。あるいは、そのようなソフ
トな材料を含むことができる。いくつかの実施形態においては、少なくとも１つの特徴部
材はソフトではなく、電気ケーブル９８００が、ソフトな層（例えば、絶縁層９３３０、
あるいは、絶縁性ジャケット）を含んでいる。
【００２２】
　いくつかの実施形態においては、本明細書における電気ケーブルの複数の絶縁導体（例
えば、絶縁導体１００、１８１、８８１、あるいは６００）内の内部導体（例えば、内部
導体２００、２０２、２８２あるいは７００）は、１つ又は複数の接地導体を含むことが
でき、導電性シールドを、１つ又は複数の接地導体に対して接続することができる。シー
ルドは、例えば、超音波溶接（例えば、４０ｋＨｚの超音波溶接）によって接地導体に対
して接続することができる。このような接続は、例えば２０１５年５月１日付けで出願さ
れた”ＣＯＮＮＥＣＴＯＲ　ＡＳＳＥＭＢＬＹ”と題する米国特許出願第６２／１５５５
９９号に記載されているように、電気ケーブルのうちの、係合導体の近傍に位置した一端
又は両端の近傍において、利用することができる。これは、導電性シールドが低周波数で
の改良された電磁干渉（ＥＭＩ）遮蔽を提供するために行うことができ、これにより、シ
ングルエンド信号伝送用途において電気ケーブルの性能を改良することができる。
【００２３】
　複数の絶縁導体の内部導体を被覆している絶縁層（例えば、絶縁層３００、３０１、３
３１、８００）は、例えば、押出によって内部導体の周囲に形成することができる。いく
つかの場合においては、絶縁性ジャケットを、絶縁層上へと押し出すことができる。絶縁
層及び／又は絶縁性ジャケットのための適切な材料には、例えば、熱可塑性エラストマー
（ＴＰＥ）といったような押出可能な熱可塑性プラスチック、ポリエチレン（ＰＥ）及び
ポリプロピレンといったようなポリオレフィン（ＰＯ）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、ポ
リテトラフルオロエチレン（ＰＴＦＥ）及びフッ素化エチレンポロピレン（ＦＥＰ）があ
る。絶縁層のために選択された材料は、約３．０よりも小さな又は約２．５よりも小さな
誘電率を有することができ、５０パーセントという最小の延びを有することができる。
【００２４】
　本明細書における電気ケーブルの導電性シールド（例えば、導電性シールド４００、４
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９０、４９３、９００）は、絶縁層に対して頑丈に結合させることができ、これにより、
電気ケーブルは、所望の電気的特性（例えば、所定のインピーダンス（例えば、差動信号
伝送に関して８５～１００オーム、あるいは、シングルエンド信号伝送に関して５０オー
ム）、及び、小さな減衰（例えば、３ＧＨｚにおいて－３ｄＢ／ｍ未満、あるいは、３Ｇ
Ｈｚにおいて－６ｄＢ／ｍ未満））を提供することができ、曲げや折曲げや様々な温度や
湿度も含めた典型的な使用条件の広範な範囲において頑丈である。電気ケーブルは、差動
信号伝送、シングルエンド信号伝送、差動駆動型シングルエンド信号伝送、及び電力伝送
の中の１つ又は複数のものに関して使用することができる。
【００２５】
　導電性シールドは、電気ケーブルの導体に対して電磁遮蔽を提供し得る任意のタイプの
フィルムとすることができる。適切なシールドフィルムは、当該技術分野において公知で
ある（例えば、米国特許第９，０６４，６１２号明細書（Ｇｕｎｄｅｌ氏）を参照された
い。この文献の記載内容は、本明細書と矛盾しない限りにおいて、参考のためここに組み
込まれる）。シールドは、例えば、金属化されたフィルム、金属箔、編み込みされた銅（
あるいは他の金属）又は展伸された銅（あるいは他の金属）を含むことができる。シール
ドは、基材に対して積層された又は２つの基材の間に積層された金属箔（例えば、アルミ
ニウム箔）を含むことができる。適切な基材には、例えばポリエチレンテレフタレート（
ＰＥＴ）のようなポリマー基材がある。いくつかの実施形態においては、金属製シールド
層と絶縁導体の絶縁層との間における基材の厚さ及び材質の選択（これは、誘電定数を決
定する）、及び／又は、金属製シールド層と絶縁層との間における接着剤の厚さ及び材質
の選択は、所望のインピーダンスを提供するように選択することができる。電気ケーブル
は、任意の有用なインピーダンスを有することができる。例えば、インピーダンスは、４
０～１１０オーム、あるいは５０～１０５オーム、あるいは８０～１０５オーム、あるい
は８５～１００オームとすることができる。いくつかの実施形態においては、インピーダ
ンスは、シングルエンド用途に関して、４０～６０オームという範囲（例えば、約５０オ
ーム）とすることができる。いくつかの実施形態においては、インピーダンスは、単一の
差動用途に関して、７０～１１０オームという範囲あるいは８５～１００オームという範
囲とすることができる。
【００２６】
　内部導体（例えば、内部導体２００、２０２、２８２、７００）は、例えば、少なくと
も１００Ｍｂ／ｓ又は少なくとも１Ｇｂ／ｓ又は少なくとも３Ｇｂ／ｓという最大データ
転送速度のために適合されたワイヤとすることができる。コネクタ又は回路基板において
終端した電気ケーブルを含む電気ケーブルアセンブリは、例えば、少なくとも１００Ｍｂ
／ｓ又は少なくとも１Ｇｂ／ｓ又は少なくとも３Ｇｂ／ｓという最大データ転送速度のた
めに適合することができる。ワイヤゲートは、例えば、２０ＡＷＧ～３４ＡＷＧ又は２６
ＡＷＧ～３１ＡＷＧという範囲とすることができる。導体は、中実あるいは撚り線とする
ことができ、例えば、銅、スズ、銀、メッキ無しの銅合金、スズメッキ付きの銅合金、金
メッキ付きの銅合金、あるいは、銀メッキ付きの銅合金から形成することができる。
【００２７】
　以下は、本明細書の例示的な実施形態の列挙である。
【００２８】
　実施形態１は、電気ケーブルの長さ方向に沿って延在する複数の実質的に平行な絶縁導
体を含む電気ケーブルであって、各絶縁導体は、絶縁層によって被覆された導電性の内部
導体を含み、絶縁層による被覆は、電気ケーブルが平らに置かれて電気ケーブルの互いに
反対側を向いた主たる上面及び主たる底面を規定する時、複数の絶縁導体のうちの少なく
とも１つの絶縁導体に関して、この少なくとも１つの絶縁導体の内部導体のより長い第１
部分が電気ケーブルの上面上において露出されるように、かつ、少なくとも１つの絶縁導
体の内部導体のより短い第２部分が電気ケーブルの底面上において露出されるように行わ
れ、より長い第１部分は、より短い第２部分と少なくとも部分的に重なっており、内部導
体は、この内部導体の露出されたより長い第１部分の箇所において、導電性の整合導体と
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整合するよう構成されている。
【００２９】
　実施形態２は、実施形態１の電気ケーブルであって、より短い第２部分の長さは、ゼロ
である。
【００３０】
　実施形態３は、実施形態１の電気ケーブルであって、少なくとも１つの絶縁導体は、こ
の少なくとも１つの絶縁導体の両端部の間において電気ケーブルの長さ方向に沿って延在
し、この少なくとも１つの絶縁導体の内部導体の露出されたより長い第１部分は、両端部
のうちの一方を含んでいる。
【００３１】
　実施形態４は、実施形態１の電気ケーブルであって、少なくとも１つの絶縁導体の内部
導体の露出されたより長い第１部分の長さは、少なくとも０．５ｍｍである。
【００３２】
　実施形態５は、実施形態１の電気ケーブルであって、少なくとも１つの絶縁導体の内部
導体の露出されたより長い第１部分の長さは、少なくとも１ｍｍである。
【００３３】
　実施形態６は、実施形態１の電気ケーブルであって、露出されたより長い第１部分は、
露出されたより短い第２部分と完全に重なっている。
【００３４】
　実施形態７は、実施形態１の電気ケーブルであって、少なくとも１つの絶縁導体は、電
気ケーブルの同じ第１端部のところにある少なくとも１つの絶縁導体の第１端部と、電気
ケーブルの反対側にある同じ第２端部のところにおける少なくとも１つの絶縁導体の反対
側にある第２端部との間において、電気ケーブルの長さ方向に沿って延在している。
【００３５】
　実施形態８は、実施形態７の電気ケーブルであって、少なくとも１つの絶縁導体の内部
導体の露出されたより長い第１部分は、少なくとも１つの絶縁導体の第１端部を含んでい
る。
【００３６】
　実施形態９は、実施形態１の電気ケーブルであって、実質的に平行な複数の絶縁導体と
実質的に同一の広がりを有する導電性シールドを更に含んでいる。
【００３７】
　実施形態１０は、実施形態９の電気ケーブルであって、各絶縁導体の周縁の少なくとも
７０％は、導電性シールドによって包囲されている。
【００３８】
　実施形態１１は、実施形態１０の電気ケーブルであって、各絶縁導体は、導電性シール
ドによって取り巻かれている。
【００３９】
　実施形態１２は、電気ケーブルの長さ方向に沿って延在する複数の実質的に平行な絶縁
導体を含む電気ケーブルであって、各絶縁導体は、絶縁層によって被覆された導電性の内
部導体を含み、各絶縁導体の周縁の少なくとも７０％は、実質的に同一の広がりを有する
導電性シールドによって被覆されており、絶縁層による被覆は、電気ケーブルが平らに置
かれて電気ケーブルの互いに反対側を向いた主たる上面及び主たる底面を規定する時、各
絶縁導体に関して、絶縁層の一部及び導電性シールドの一部が電気ケーブルの上面から除
去されて絶縁導体の内部導体の一部が露出されるように、かつ、平面視において内部導体
のその露出部分の横方向の平均幅が内部導体の横方向の平均幅よりも狭いように行われ、
　内部導体の露出部分は、電気ケーブルの同じ第１端部上において内部導体の第１端部を
含み、
　絶縁導体は、内部導体の露出部分の箇所において、導電性の整合導体と整合するよう構
成されている。
【００４０】
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　実施形態１３は、実施形態１２の電気ケーブルであって、内部導体の露出部分の長さは
、少なくとも０．５ｍｍである。
【００４１】
　実施形態１４は、実施形態１２の電気ケーブルであって、内部導体の露出部分の長さは
、少なくとも１ｍｍである。
【００４２】
　実施形態１５は、電気ケーブルの長さ方向に沿って延在する実質的に平行な複数の絶縁
導体を含む電気ケーブルであって、各絶縁導体は、同一の広がりを有する絶縁層によって
被覆された導電性の内部導体と、各絶縁導体と実質的に同一の広がりを有して各絶縁導体
を取り囲む導電性シールドと、を含んでおり、絶縁層による被覆は、電気ケーブルが平ら
に置かれて電気ケーブルの互いに反対側を向いた主たる上面及び主たる底面を規定する時
、各絶縁導体に関して、絶縁層の一部及び導電性シールドの一部が電気ケーブルの上面か
ら除去されて絶縁導体の内部導体の一部が露出されるように、かつ、平面視において内部
導体のその露出部分の横方向の平均幅が内部導体の横方向の平均幅よりも狭いように行わ
れ、内部導体の露出部分は、電気ケーブルの同じ第１端部上に内部導体の第１端部を含み
、絶縁導体は、内部導体の露出部分の箇所において、導電性の整合導体と整合するよう構
成されている。
【００４３】
　実施形態１６は、実施形態１５の電気ケーブルであって、内部導体の露出部分の長さは
、少なくとも０．５ｍｍである。
【００４４】
　実施形態１７は、実施形態１５の電気ケーブルであって、内部導体の露出部分の長さは
、少なくとも１ｍｍである。
【００４５】
　実施形態１８は、
　回路基板であって、この回路基板の主面上に配置された複数のコンタクトパッドを含む
回路基板と、
　実施形態１～１１のいずれか一つに記載の電気ケーブルであって、各絶縁導体の内部導
体の露出されたより長い第１部分が、取付領域において、回路基板の対応するコンタクト
パッドに取り付けられており、導電性シールドが除去されていない部分が取付領域を少な
くとも部分的に遮蔽している、電気ケーブルと、
　を含んでいる、電気ケーブルアセンブリである。
【００４６】
　実施形態１９は、実施形態１８の電気ケーブルアセンブリであって、
　電気ケーブルの上方に配置された上方部分、及びこの上方部分から回路基板に向けて延
出されかつ回路基板に対して取り付けられた少なくとも１つの側方部分を有するフレーム
と、
　フレームの上方部分と電気ケーブルとの間に配置された少なくとも１つの特徴部材と、
を更に含み、前記少なくとも１つの特徴部材は、対応するコンタクトパッドと向かい合う
電気ケーブルに対して圧力を印加することによって、各絶縁導体の内部導体の露出された
より長い第１部分を、回路基板の対応するコンタクトパッドに取り付けるよう構成されて
いる。
【００４７】
　実施形態２０は、実施形態１９の電気ケーブルアセンブリであって、少なくとも１つの
特徴部材は、少なくとも１つの柔軟性ある特徴部材を含んでいる。
【００４８】
　実施形態２１は、
　回路基板であって、この回路基板の主面上に配置された複数のコンタクトパッドを含む
回路基板と、
　実施形態１２～１７のいずれか一つに記載の電気ケーブルであって、各絶縁導体の内部



(12) JP 6920412 B2 2021.8.18

10

20

導体の露出部分が、取付領域において、回路基板の対応するコンタクトパッドに取り付け
られており、導電性シールドが除去されていない部分が取付領域を少なくとも部分的に遮
蔽している、電気ケーブルと、
　を含んでいる電気ケーブルアセンブリである。
【００４９】
　実施形態２２は、実施形態２１の電気ケーブルアセンブリであって、
　電気ケーブルの上方に配置された上方部分、及びこの上方部分から回路基板に向けて延
出されかつ回路基板に対して取り付けられた少なくとも１つの側方部分と、を有したフレ
ームと、
　フレームの上方部分と電気ケーブルとの間に配置された少なくとも１つの特徴部材と、
を更に含み、前記少なくとも１つの特徴部材は、対応するコンタクトパッドと向かい合う
電気ケーブルに対して圧力を印加することによって、各絶縁導体の内部導体の露出部分を
、回路基板の対応するコンタクトパッドに取り付けるよう構成されている。
【００５０】
　実施形態２３は、実施形態２２の電気ケーブルアセンブリであって、少なくとも１つの
特徴部材は、少なくとも１つの柔軟性ある特徴部材を含んでいる。
【００５１】
　図中の要素の説明は、別途指示がない限り、他の図中の対応する要素に等しく適用され
るものと理解されたい。具体的な実施形態を本明細書において例示し記述したが、様々な
代替及び／又は等価な実施により、図示及び記載した具体的な実施形態を、本開示の範囲
を逸脱することなく置き換え可能であることが、当業者により理解されるであろう。本出
願は、本明細書において論じた具体的な実施形態のあらゆる適合例又は変形例をも包含す
ることを意図する。したがって、本開示は、特許請求の範囲及びその等価物によってのみ
限定されるものとする。

【図１】 【図２】
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